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改憲問題の現在
-この国と社会はどこに向かうのか-
≪研究ノート≫
古　川　　　純
Lit三Il
はじめに-いま､なにが問題なのか(基本からの考察の必要)
朝日新聞(2005.5.3)の世論調査として､ ｢憲法に自衛隊の規定を｣ 7割､
｢9粂改正反対｣は51%といった数字が出ている｡注目されるのは社説｢世直し
気分と歴史の重さ､改憲論議を考える｣である｡それによると､ ｢あなたは改憲
ですか､護憲ですか｣と街頭インタビューで聞かれた30代の男性は｢どっちかと
いうと改憲な感じです｣と答え､憲法をゼミで学ぶ大学生は｢護憲ってダサいし､
就職にも不利っぼいかも｣とある｡確かに､今の学生の雰囲気を表しているかも
しれない｡さらに｢改憲｣という言葉のイメージを世論調査で聞いたところ､
｢現実的｣ 29%､ ｢未来志向｣ 28%と肯定的な意見が多くなっていること､この背
景としては90年代の｢失われた10年｣に象徴されるような閉塞状況を打破したい
という空気があり､日本社会の行き詰まりを感じる人が85%もいるという｡ ｢世
直し｣を求める気分に改憲がスッポリはまっているのではないか､ ｢改憲｣イコ
ール｢改革｣という図式の中では｢護憲｣は｢守旧｣となりやすく､どうも分が
悪い､などと書いてある｡私はこれを受けて､本稿の｢むすび｣で､ ｢護憲は
『保守』か｣という問題提起の形で論考を締めくくりたいと思う｡
まずなによりも､ ｢基本からの考察の必要｣が迫られている｡ ｢憲法とは何か｣
について二つの憲法観の対立があることが次第にはっきりしてきた｡それは､自
民党の改憲の様々な案､衆議院憲法調査会における委員の意見などを通じて､憲
法は｢国家への命令｣なのか､ ｢国民への命令｣なのかという､大きな憲法観の
対立が浮び上がってきている｡ここではっきりさせなければならないのは恵法学
が対象としている憲法､日本国憲法を含めて世界中の憲法に妥当する概念として､
｢立憲的意味の憲法｣ (近代的意味の憲法､国家権力を制限して個人の権利･自由
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を守ることを目的とする立憲主義の思想に基づく憲法)を掲げ､フランス人権宣
言16条｢権利の保障が確保されず､権力の分立が定められていない社会は､憲法
をもつものではない｡｣の意義を確認しておきたい｡
これと根本的に異なる･異質な｢憲法｣観が以下のように登場している｡ (∋自
民党憲法調査会改憲プロジェクトチームの｢論点整理｣ (2004.6.10)において､
｢今後の議論の方向性｣として､ ｢憲法｣は｢国家権力を制限するために国民が突
きつけた規範｣ -権力制限規範にとどまらず｢国民の利益ひいては国益を守り､
増進させるために公私の役割を定め､国家と国民が協力し合いながら共生社会を
つくることを定めたルール｣である､ ｢憲法という国の基本法が国民の行為規範
として機能し､国民の精神(ものの考え方)に与える影響についても考慮に入れ｣
る､とされる｡ ②読売新聞第1次改憲試案(1994.ll.3)においては､現行憲法
99条の天皇･摂政･国務大臣･国会議員･裁判官その他の公務員の憲法尊重擁護
義務を削除し､試案前文の最後に｢この憲法は､日本国民の最高法規であり､国
民はこれを遵守しなければならない｣という国民の憲法遵守義務を置くが､これ
は憲法の本来の名宛人である公務員等を｢国民｣に解消するものであり､国民は
もはや憲法を制定した主権者= ｢憲法の番人の番人｣ではなくなることになる｡
③衆議院憲法調査会における議論として紹介される､憲法の役割についての2つ
の意見がある｡ (a)近代立憲主義の理念に基づき公権力の行使を制限する役割を
重視する意見､ (b)国家目標の設定や国民の行為規範としての役割を重視する
意見(前文にわが国固有の価値-日本の歴史･伝統･文化を規定する､国民の義
務規定を増やす､憲法尊重擁護義務の名宛人に国民を追加するなど)､憲法を
｢国民-の命令｣とする近代立憲主義とは異質な憲法観が表明されている｡例え
ば朝日新聞が｢憲法総点検｣の記事の中で｢しぼるのは国家か個人か｣という表
題で紹介しているが､自民党の長岡委員はこう言う｡ ｢国家と国民の二項対立関
係を克服し､新しい時代における権利関係､人権関係を考える果敢な試みを行う
時期が来たと､私は確信する｣と｡そこに国民の義務､家族の尊重､国民の行為
規範という意見がつながっていくわけであるが､いったい全体､国家と国民の二
項村立関係の克服というのは何を意味するのか?　立恵的意味の憲法というの
は､国民が国民主権に立脚して憲法を制定し､国家権力を制限して個人の権利､
自由を守るということが主眼であるから､この対抗関係を解消するということは､
これは､もはや立憲的意味の憲法ではなくなっていくことを意味することになる｡
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20世紀のはじめに｢自由国家｣から｢福祉国家｣への憲法思想の転換が行われ､
当時の｢新しい人権｣である生存権の考え方が取り入れられるようになって現代
憲法が形成されたが､ 20世紀半ばに制定された日本国憲法も現代憲法として､生
存権､社会権を採択し､社会的､経済的弱者の保護･救済-という新たな時代の
憲法に発展を遂げているのである｡
では､ ｢立憲主義｣とはなにか｡芦部信書『憲法　第三版』 (岩波書店､ 2002)
をもとに､要点をまとめるならば､次のようになろう(4頁-6頁､13頁-17頁)0
西欧中世の根本法の思想(国王といえども高次の法には従わなければならない)
あるいは法優位の思想(法の支配-人の支配の排除･権力を法で拘束)に関して､
次のようにまとめられる｡ (1)近代自然法･自然権の思想は､ ①人間は生まれ
ながらにして自由かつ平等､生来の権利(自然権)をもっている､ ②その自然権
を確実なものとするために社会契約を結び､政府に権力の行使を委任する､ ③政
府が権力を懇意的に行使して人民の権利を不当に制限する場合には､人民は政府
に抵抗する権利を有する､ことであるo (2)法の支配の内容は､ (丑憲法の最高
法規性､ (彰権力によって侵されない個人の人権､ (彰法の内容･手続きの公正を要
求する適正手続き､ ④権力の慈恵的行使をコントロールする裁判所の役割の尊重
というものである｡
立憲主義と民主主義の密接な結合を意味する立憲民主主義の意義については､
再び芦部･前掲書によれば､ (1)国民が権力の支配から自由であるためには国
民自身が統治過程に能動的に参加する民主制を必要とし､またそうであってこそ
自由の確保が現実的になる｡ (2)民主主義は本来個人の尊重の原理を基礎とす
るので､民主主義は単に多数者の政治=多数決民主主義を意味するものではなく､
自由と結合した立憲民主主義でなければならない｡したがって､少数者の表現の
自由保障が重要であり､ ｢言論の自由市場｣ (多数者が異端とする言論にも発表の
自由がある)が確保されなければならない｡立憲民主主義においては､市民が個
人として持っている権利として､ビラ貼り･ビラ配り･ビラ入れによる政治的表
現の権利を基本に据えて､立憲民主主義の根幹をなす権利として考えなければな
らない｡この点を確認する必要がある(ビラ入れによる政治的表現の権利に関し
ては､後述のように立川の反戦ビラ入れ事件の無罪判決が､市民の表現の自由に
ついて一定の見解を示したことで評価されている)｡
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1.第9条改憲を仕掛けるアメリカの影
(1) 2004年度夏の｢日米合作ショウ｣は､ア-ミテ-ジ米国務副長官の次の
ような発言から始まった(中川秀直･自民党国対委員長が訪米中の会談で､自
民･民主両党で改藩を論議していく考えを伝えた際に答えたもの､朝日新聞
2004.7.22夕)｡すなわち､ ① ｢｢憲法の問題は日本人自身が決めること｣としな
がらも｢憲法9条が日米同盟関係の妨げの一つになっているという認識はある｣
と述べ､日米同盟関係を強化するために､集団的自衛権の行使を許していない憲
法9条を見直すように促した｡｣ ②さらに､ ｢副長官は日本の国連安保理事会常任
理事国入りについて｢我々は強く支持している｣としながらも､ ｢常任理事国は
国際的利益のために軍事力を展開しなければならない｡それができなければ常任
理事国入りは難しい｣と述べたとされる｡これに対しては(丑｢憲法より同盟を重
視する｣含意への批判､ ②軍事力を展開し対米従属する常任理事国入り-の批判
などがある(参照､小林直樹｢米高官発言　誤った内政干渉に反論する｣ (｢私の
視点｣､朝日新聞2004.8.4))｡
ア-ミテ-ジ発言は､すでに｢ア-ミテ-ジ報告｣ (2000.10､アメリカ国防大
学国家戦略研究所･特別報告)において打ち出された政策から一貫している｡ア
メリカ･プッシュ政権の国務副長官であるア-ミテ-ジ氏は､安全保障問題の専
門家16名の民主･共和両党にわたる研究グループによる検討結果を政策提言書
｢米国と日本:成熟したパートナーシップに向けた前進｣にまとめて発表した
(アメリカ国防大学国家戦略研究所,全文は次のウェッブサイトから入手できる､
http://www.ndu.edu/ndu/srJapan.html) ｡特にSecurity (安全保障)の項目で
は､ ｢日本が集団的自衛権を禁止していることは同盟間の協力にとって制約とな
っている｡この禁止を除去することによってより緊密で効果的な安全保障協力が
可能となるだろう｡これは日本国民のみが決定できる政策である｡ ･･-･しかしワ
シントンは､日本が進んでより大きな貢献をし､より対等なパートナーとなるこ
とを歓迎することを明らかにしなければならない｣と述べている｡さらに｢米英
間の特別な関係を同盟のモデルとみなしていくつかの措置を要請する｣などとし
ている｡
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(2)これに続いたのは､安倍晋三･自民党幹事長(当時)の｢改憲で交戦権
も認めるべき｣という発言である(『アエラ』臨時増刊｢自衛隊どうするどうな
る｣ 2004. 8.5号､ 7.29発売)｡すなわち､ (9条改憲については) ｢自衛権の保
持をはっきり書き､自衛隊の存在を明示します｡｣ (交戦権を持たないという規定
などに関しては) ｢自衛権の延長線上の交戦権は認めるべきだと思いますね｡｣
｢交戟権がないため､相手国が攻撃に着手したり武力攻撃を受けなければ自衛権
を行使できない｡｣ ｢(自衛権発動の三要件のもとで)敵国の第一撃が日本に壊滅
的な打撃与える場合はどうするのか｡ ･--大量破壊兵器を積んだ船舶の接近を阻
止する必要も出てくる｡交戦権なしではできません｡｣ (なお従来の政府解釈のい
う9条2項で行使を否認している｢交戟権｣とは､ ｢伝統的な戦時国際法で交戦
国が有する権利で､相手国兵力の殺傷や破壊､相手国領土の占領､そこでの占領
行政､中立国船舶の臨検､敵性船舶の掌輔などを指す｣とされるので､それは､
国連憲章54条の禁じる｢先制的自衛｣を肯定しない限り｢自衛権｣の延長線上に
は決して位置づけられないことに注意すべきであり､交戦権否認規定を削除する
ならば､アメリカのイラク攻撃同様､根拠のない｢先制的自衛｣による侵略がど
こまでも可能となるであろう｡ (海外での武力行使の禁止に関しては) ｢政府は-
-憲法上の制約だとしている｡ --･PKO活動などで任務を果たすための武器使
用が武力行使にあたるからできない｡これは集団安全保障上の障害にもなる｡な
らば制約をなくすことを考えなければならない｡｣(自衛隊の国際貢献については)
｢軍事的な役割を認めるべきだと思います｡｣ (イラク戦争でイギリスが果たした
ように､日本も戦闘行為に参加すべきかどうかについては) ｢将来的には､それ
も課題だ｡もちろん国民的な合意が必要だ｡｣憲法は権力行使へ加えた制約であ
るが､権力行使(国際軍事行動)に障害があれば制約をなくせばよいという議論
は､恐るべき立憲主義無視である｡
(3)第3の改憲発言は､岡田克也･民主党代表(当時)が訪米中にワシント
ンで行った講演に登場した(朝日新聞2004.7.30)｡それは､ ｢日米同盟｣を維持
し憲法の｢平和主義の精神｣を堅持するとした上で次のように言う｡ ｢日本には
集団的自衛権の行使を広く認め､自衛隊が米軍との共同した軍事力行使を世界中
で行えるようにすべきだという意見もあるが､私は反対だ｡しかし､私は従来の
野党のような護憲論者ではない｡憲法を改正して､国連安保理の明確な決議があ
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る場合に､日本の海外における武力行使を可能にし､世界の平和の維持に積極的
に貢献すべきだとの立場に立つ｡国連決議がない場合には､日本は海外で武力行
使すべきでない｡｣岡田代表は､先の｢アエラ｣臨時増刊号掲載の｢私の自衛隊
論｣の中で､ 9条の全面書き換えを主張し､ ①引き続き悲惨な戦争への深刻な反
省に立つこと､ ②海外で武力行使は行わないこと､ただし国連の行う平和創造活
動は例外とすることを条文化すると述べている｡ 9条改憲と国連決議を前提にし
た｢海外での武力行使による国際貢献｣論は､民主党内で小沢一郎･前代表代行
から(憲法改正以前には) ｢国連の活動に我が国の部隊を参加させることにノー
ということになる｡ ---政権を担当するなら､今の憲法下でどうするのか現実の
政治として考えなくてはいけない｣とする批判を受けた(朝日新聞2004. 8.4)｡
小沢批判の背景には､小沢氏と横路孝弘･前副代表との間の合意になる｢国連待
機部隊創設構想｣ (自衛隊とは別組織の｢待機部隊｣の活動を9条1項の｢国権
の発動｣に当たらないと解釈することで､ 9条改憲をしなくとも国連主導の多国
籍軍への参加や海外での武力行使を可能にするもの)がある｡ 9条1項は｢国際
紛争を解決する手段｣としての｢武力行使｣を放棄しているのであるから､ ｢武
力行使｣の主体が国連であってもその｢武力行使｣への日本国の設ける武力組織
(｢待機部隊｣)の参加は､やはり許されていないというべきであろう｡それを理
解したうえで小沢氏は､かつて｢国連常備軍｣の創設を前提に9条3項を設け
｢兵力の提供｣を含む世界平和への積極的貢献のための改憲を唱えたことがある
(｢日本国憲法改正試案｣文芸春秋1999.9)が､政権獲得の前には議論の整合性
など問う必要もないというのであろうかo
こうした議論とも関連しつつ防衛庁内では､自衛隊の海外活動を現在の｢任務
遂行に支障を生じない限度｣で実施する｢付随的任務｣ (国賓等の輸送や運動協
議会-の協力など)から本来任務である｢従たる任務｣ (｢主たる任務｣は国土防
衛の防衛出動､ ｢従たる任務｣は治安出動や災害派遣)に法改正をして格上げす
る計画を練っているとされる(朝日新聞2004.8.22)｡それによると､海外派遣を
専門とする｢国際任務待機部隊｣を陸上自衛隊に新設し､速やかに派遣できる態
勢を目指し､給水や施設建設､医療などの後方支援部隊と､治安維持や警備など
の普通科部隊で構成し､約1300人の部隊を2個保有する方向で検討するとされる｡
また同時に､従来は正当防衛に限定されてきた海外での武器使用権限を｢任務遂
行に必要な範囲｣に拡大することをも検討しており､海外派兵の禁止-海外での
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武力行使の禁止､ pKO協力法･テロ対策特措法･イラク派遣特措法の武器使用
制限との調整問題が深刻に提起され､改憲の地ならしに政治利用されるのではな
いかと思われる｡
(4)第4の9条見直し発言は､パウエル米国務長官から出された(朝日など
在ワシントンの報道機関計7社との会見､朝日新聞2004･8.13夕)｡それによると､
(憲法9条と日本の安保理常任理事国入りに関して) ｢米国は日本が安保理の常任
理事国になるために支援してきた｡日本には憲法9条についてとても強い思い入
れがある0 ---しかし､同時に日本が国際社会で十分な役割を演じ､安保理でフ
ルに活躍する一月となり､それに伴う義務を担うというのであれば､憲法9条は
(現状のままで問題がないかどうか)検討されるべきだろう○しかし､憲法9条
を修正するか､変更するかは､もちろん絶対的かつ完全に日本の人々が決めるべ
き問題だ｡｣ア-ミテ-ジ発言といい､パウエル発言といい､日本側(前者は自
民党議員､後者はマスコミ7社)が米政府内からの9条改憲要請の期待を持って
引き出した発言ではないか｡すでに外務省は､日本の安保理常任理事国入りを含
む国連改革に向けた取組強化のため｢国連強化対策本部｣ (本部長-川口外相､
当時)を設け､ 8月2日に第一回会合を開いたが(朝日新聞2004.8.3)､この時
点では高度に仕掛けられた連係プレイのようであり､ 9条改憲に関してはアメリ
カの影がたいへん色濃く出ていると判断できるであろう｡
2･ ｢戦争のできる国家｣への道- ｢軍隊は自国民を守らない､
軍隊そのものを守る｣
(1) ｢備え｣は｢憂い｣を招きよせる
以下に､アメリカにおける冷戦終結後の安保｢再定義｣ (1994秋～)以降の重
要な事項* (重大な転機をなしたものはゴチで強調した)に関して､年表のよう
に変化が理解できるよう､矢印で示しておきたい｡
* ｢日米共同宣言｣ (橋本･クリントン､ 1996･4) ⇒*日米新ガイドライン
(1997･9､ ｢日本有事｣への対処と｢極東｣のような地理的限定を持たない｢周
辺事態｣への対応は矛盾なく-一貫性を持つよう整合性を図る) ⇒*周辺事態法
(1999･5､新ガイドラインを実効化するための国内法､自衛隊は｢周辺事態｣に
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おいて米軍-の｢後方地域支援｣) ⇒* ｢ア-ミテ-ジ報告｣ (2000.10､日本の
集団的自衛権禁止は同盟間の協力を制約､米英間の特別な関係を同盟のモデルと
して措置を要請-防衛公約の確認､危機管理立法-有事立法の制定を含むガイド
ラインの誠実な実行､米三軍と自衛隊との力強い協力､口本のPKO5原則の除去､
地域の安保環境の反映､日米ミサイル防衛協力の範囲の拡大- ｢諜報活動｣に関
して日本の秘密保護法制定のために市民の政治的支持を獲得せよ｡ =〉*アメリカ
同時多発テロ発生(2001.9.ll) ⇒*米軍の対テロ軍事行動を自衛隊が支援する
テロ対策特措法･防衛秘密漏洩の罰則強化の自衛隊法改正成立(2001.10.29) ラ
*pKF (国連平和維持軍)参加凍結解除･武器使用緩和のPKO協力法改正
(2001.12.7) ⇒*米軍のイラク戦争開始(2003.3.20) ⇒*武力攻撃事態法･安
全保障会議法改正･自衛隊法改正の有事3法の成立(2003.6.6) =〉*イラク特
措法成立(2003.7.26) ⇒*自衛隊のイラク派兵閣議決定(2003.12.9) ⇒*国民
保護法等･関連条約批准成立(2004.6.14) ⇒*自衛隊のイラク派兵1年延長閣
議決定(2004.12) ⇒*新防衛計画の大綱の閣議決定(2004.12.10) 〔参照:憲法
再生フォーラム編『有事法制批判』 (岩波新書､ 2003)〕
歴史的には､第9条は一種の国際文書であり､アジア･太平洋戦争後の周辺ア
ジア地域の国および人々に対して､不戦と非武装の誓いをメッセージとして定め
た性格を持っているということを忘れてはならない｡私は小田実さんの考えに賛
同するのであるが､第9条をもつ日本は国際社会においては｢良心的兵役拒否国
家｣という位置で活動すべきである｡良心的兵役拒否はドイツでは憲法上認めら
れているものであり､アメリカでは法律によって認められているものであるが､
これを国際社会に広げて考えれば､ ｢良心的兵役拒否国家｣の日本という位置づ
けをして､何らか国際的な責務を負わなければならない場合には､代替役務とし
て､非軍事型のサービスを実践していく､そういう工夫を考え出す必要があると
いう点も政策論として考えておきたい点である｡
この節の副題にある｢備え｣は｢憂い｣を招きよせるということであるが､
｢備えあれば憂いなし｣と小泉首相が有事法制に関して､しばしば国会でも述べ
た言葉をひっくり返して､ ｢備えはかえって憂いを招き寄せるのだ｣と思うから
である｡第9条の改憲をアメリカは確かに仕掛けてきてはいるのであるが､それ
は､国会両院の改憲提案になってから重大な段階を迎えるというよりは､年表風
に整理したように､実はこういうプロセスを経ながら､いくつかの小段階､中段
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階を経て､大きな段階をいま過ぎている､あるいは過ぎようとしているところで
はないか､という危機意識を私は持つのである｡
アメリカは冷戦終結後の安保｢再定義｣を94年の秋から始めて､その路線の上
に､ 96年橋本･クリントンの｢日米共同宣言｣があり､それを受けた翌年の日米
新ガイドラインは､日米安保条約について､極東の安全という地理的な限定をも
たない｢周辺事態｣という新しい概念を設けて､日本有事であろうと､米国ある
いは米軍が引き起こす周辺事態であろうと､一貫性､整合性を持った作戟計画を
立てるというふうに変わってきているわけである｡これを受けて､それを実効化
するための国内法として､ 99年5月には周辺事態法が制定され､自衛隊は米国あ
るいは米軍が主導して引き起こす周辺事態において､米軍に対する後方地域支援
を行う､そういう組織的オペレーションを負うことになっているわけである.
その後出されたのが､国防大学における｢ア-ミテ-ジ報告｣で､これにはア
メリカ三軍と自衛隊の力強い協力であるとか､日米ミサイル防衛協力の範囲の拡
大であるとか､その後の進展を見ると着々と進んできていることが裏付けられる｡
つまりブッシュ政権になって進展してきた戦略的な前進によって裏付けられたの
が｢ア-ミテ-ジ報告｣であり､国務副長官になって彼が果たしてきた役割も､
そういうところにあったのではないかと思われるのである｡
｢ア-ミテ-ジ報告｣の中に｢諜報活動｣に関して､ ｢日本の秘密保護法制定の
ために､市民の政治的支持を獲得せよ｣という一項E]がある｡ 2001年9月11日の
アメリカ同時多発テロ発生後､ 10月末にあれよあれよという間に､米軍の対テロ
軍事行動を自衛隊が支援するテロ対策特別措置法が制定されたが､それと同時に
あまり目立たない形で防衛秘密漏洩に関する罰則強化を内容とする自衛隊法の改
正が成立している｡これは明らかに｢ア-ミテ-ジ報告｣の要請を受けたと思わ
れる｡これについて少し付け加えておきたい｡日本は戦後一貫して､日本固有の
防衛秘密の保護法制というものを持たない国家であった｡防衛秘密法案や国家秘
密法案の提案は､マスコミ､市民運動､学会の反対で葬られてきた歴史がある｡
しかし､ 2001年10月末の自衛隊法改正で､目立たぬような形で｢防衛秘密｣が新
設され､罰則としては｢防衛秘密の取扱いを業務とする者が業務により知得した
防衛秘密を漏らした場合､ 5年以下の懲役｣という新しい122条1項が設けられ
た｡実はその行為の遂行の共謀､教唆､煽動を行った者(一般国民を含む)には
3年以下の懲役に処するという4項が定められており､戦後初めて､国民を対象
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とする軍事秘密保護規定が､その後の有事法制の一部をなすものとして制定され
ていたということも､ ｢ア-ミテ-ジ報告｣を大きな出発点とする法制度の変更
が行われていることとして､認識できるのではないかと思われる｡
さらに､国連平和維持活動協力法の中で凍結されていた国連平和維持軍
(PKF)への参加は､ PK0-の参加とは違って､兵力引き離しであるとか､停戦
を監視するために一定の武装部隊を派遣するとか､治安維持の任務を持つという
ような､武力行使と背中あわせの軍の部分については､慎重に凍結していたのを
解除すると同時に､武器使用を緩和するという法改正を同年12月に行った｡非常
に大きな転換をなしたのは､言うまでもなく､ 2001年の9 ･11事件=同時多発テ
ロの発生であるが､それと深く関連しているのは､米軍のイラク戦争の開始であ
ろう｡
大きな背後からの弾みをつける力として､ 2003年6月には有事法制といわれる
武力攻撃事態法の制定､安全保障会議設置法および自衛隊法の改正が行われ､そ
の1カ月後にはイラク特措法が成立して､ 12月には自衛隊をイラクに派兵する閣
議決定が行われたことは記憶に新しい｡さらに昨年12月には､安保再定義､日米
新ガイドライン､ア-ミテ-ジ報告といった重要施策をふまえながら､懸案とし
て防衛庁の中で検討されてきた｢新防衛計画の大綱｣の閣議決定がなされている｡
年表風の重要項目を追ってみると､自衛隊が戦後初めて紛争地域に派兵をされて
いるのであるから､日本国はすでに海外における軍事行動を行なう所にまで来て
いるのだということが確認されるのである｡
(2)有事法制の継続として､昨年6月に国民保護法制が国会で成立したわけ
であるが､法制の定める不合理なものとして､ ①国民の権利･自由-の制限があ
り､ ｢高度の公共の福祉｣に基づく｢思想･良心･信仰に基づく外部的行為｣を
処罰することによって､良心的軍事的役務拒否(CO)が処罰され､また②国際
人違法の実施(ジュネーブ条約追加議定書の批准)にもかかわらず地方自治体に
よる｢無防備地域｣宣言が否定されるので､国際人道法の真の効用が発揮されな
いこととなっている｡
しかし､いったい軍隊は国民や住民を守るのか､という点は国会でも議論され
てきた真に深刻な､ (日本にとっては)歴史的な問題である｡一つの参考として､
司馬遼太郎氏の『沖縄･先島への道　街道をゆく6』 (『沖縄･先島-の道　街道
改憲閉場の現在　　127
をゆく6』 (朝日文庫､ 1978､ 36頁-38頁)の中から､ある文章を紹介しておき
たい｡
｢本土決戦についての寄り合い(軍隊用語ではないが)のようなものがあって､
大本営からきた人が､いろいろ説明したような記憶がある｡そのころ､私には素
人くさい疑問があった｡私どもの連隊は､すでにのべたように東京の背後地の栃
木県にいる｡敵が関東地方の沿岸に上陸したときに出動することになっているの
だが､そのときの交通整理はどうなるのだろうかということである｣と司馬氏は
述べ始める｡
さらに｢敵の上陸に伴い､東京はじめ沿岸地方のひとびとが､おそらく家財道
具を大八車に積んで関東の山地に逃げるために北上してくるであろう｡ ･--そこ
へ北方から私どもの連隊が目的地に急行すべく幕進してくれば､どうなるのか｣､
ということを大本営から来た人に司馬氏は聞いたようだ｡ ｢大本営からきた人は
ちょっと戸惑ったようだったが､やがて､押し殺したような小さな声で･--擦き
殺してゆけ､といった｡このときの私の驚きとおぴえと絶望感とそれに何もかも
やめたくなるようなばからしさが､その後の自分自身の日常性まで変えてしまっ
た｣と述べ､加えて､ ｢軍隊というものは本来､つまり本質としても機能として
も､自国の住民を守るものではない､ということである｡軍隊は軍隊そのものを
守る｡この軍隊の本質と摂理というものは､古今東西の軍隊を通じ､ほとんど稀
有の例外をのぞいてはすべての軍隊に通じるように思える｣と述べている｡
有事法制の国民保護法制には､ ｢国民保護｣という名称はついているが､これ
は､むしろ有事に国民を協力させる法であり､自衛隊という軍隊が､軍隊の本質
については何ら変わっているものではないということをしっかり肝に銘じておく
必要があるのではないかと思うのである｡,
(3)イラク戟争の｢大義｣の崩壊と自衛隊イラク･サマワ派兵への疑問
自衛隊のイラク派兵は自衛隊創設(1954)以来初めての正面切った海外派兵で
ある｡小泉首相の国会答弁で｢私にわかるわけがない｣という"迷言"が引き出
さjlた｢戦闘地域｣と｢非戦闘地域｣を観念的に区別するという非常識､さらに
｢占領地行政｣と9条2項の｢交戦権｣の否認の関係にあるように､ ｢法の支配｣
の内容に合致していないことを示すものがいかに多いかという批判になるであろ
う｡いわば目いっぱいの解釈改憲という現実が進行している｡こうした批判に対
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して､憲法の規範が現実と乗離していること､法の内容や権力の制限規定が明確
でなければならないにもかかわらず現実がそれと尭離していることについて､問
題は憲法規範を基準に乗離している現実をどのように変えていくかということに
なるべきであるにもかかわらず､逆に｢だから条文改憲｣をすればいいのだとい
うふうにすりかえ､開き直る主張が大手を振って登場するぐらいに､諸政党も社
会も大きな変化をしてきており､ ｢法の支配｣の融解現象に対して警告を発しな
ければならないと思うのである｡
(4)新防衛計画の大綱の安全保障会議･閣議決定(2004.12.10)
｢防衛計画の大綱｣ (独立国としての必要最小限度の基盤的防衛力を保有する構
想､ 1995.ll.28閣議決定)が廃止され､新たな脅威や多様な事態に実効的に対応
することを目的に､新防衛計画の大綱が閣議決定された｡その中で､ ｢国として
の統合的な対応｣といわれるのは､防衛庁のみの大綱ではなく他省庁をも統合し
た国家としての防衛政策を志向する新段階を意味する｡ ｢戦争のできる国家｣を
志向するものといっても良い｡
さらに､自衛隊がアメリカの戦略に従属するような海外での自衛隊の軍事行動
は､ ｢国を守る｣ことに加えて海外で-一定の行動を行うことをも本来任務とし､
自衛隊法3条の｢主たる任務｣に加える方向-向かうものです(〕自衛隊イラク派
兵は､ ｢イラク復興人道支援｣を名目にしているが､それを海外任務という形で
自衛隊法3条の｢主たる任務｣の中に入れてしまうとどういうふうに制度が変わ
っていくのか､まだ流動的ではあるが､今後はその方向-動き出すということは
間違いないであろう｡
3.国会･衆参両院憲法調査会の最終報告書採択と特徴点
(1)衆参両院憲法調査会の活動開始(2000.1､ 5年をめどとして報告書､与
野党とも委員会参加､調査に限定され改憲発案権はない)の後､衆院憲法調査会
の｢中間報告｣が出された(2002,ll)o　中央･地方の公聴会等を経て､衆院憲法
調査会は最終報告書を採択し､議長に提出した(2005.4.15)｡参院憲法調査会も
同様に最終報告書を議長に提出した(2005.4.20)0
衆院調査会報告書では､こういう意見があったという形での報告ではあるが､
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様々な委員の意見を統合した結果､三つの類型にまとめている｡第1は｢意見が
多く述べられた｣というもので､これは多数なのか過半数なのかどうかはっきり
せず､ ｢多さ｣の中身についてはまったく不明である｡第2に｢こういう意見が
述べられた｣というもので､先に述べたような憲法観がそれにあたる｡第3が
｢意見が分かれた｣というもので､集団的自衛権の行使の是非についてみられる
ように意見が三つに分かれている｡
｢意見が多く述べられた｣で特徴的なのは､ ｢自衛権の行使として必要最低限度
の自衛権､自衛隊について何らかの憲法上の措置を取ることを否定しない意見｣
- ｢否定しない意見｣というまとめ方には大変疑問がある｡ ｢否定しない意見｣
が多く述べられたというのは､何らかの措置を否定しないという意見である以上
は､やはり第3の類型として処置しなければならないものであろう｡
衆院調査会最終報告書の要旨を掲載した朝日新聞(2005.4.16)には､最終報
告書の主な論点､要旨をまとめた大きい見出しに｢三すくみの『公約数』｣と書
いてある｡結局､私が整理したような形にしか意見がまとめられない｡こういう
意見が述べられた､こういう意見が分かれたというのは､これは紛糾していると
いうことになるわけであって､多数決を採らない最終報告書の結果なのであろうo
(2)他方､参院調査会の方は､もっといろいろな意見が述べられたというふ
うになっている｡第1は､ ｢共通･おおむね共通の認識が得られたもの｣､朝日新
聞(2005.4.21)に参院調査会最終報告の｢まとめ｣要旨があるが､ ｢憲法3大原
則の維持､象徴天皇制の維持､女性天皇の容認､基本的人権の重要性を評価し維
持｣とされている｡
第2が｢趨勢である意見｣とされる｡ ｢自民､公明､民主の3党がおおむね一
致｣の後に､ ｢新しい人権､プライバシー権､環境権の明記､複数年度予算の考
え方を評価､憲法調査会で憲法改正手続きの議論を続ける｡共産､社民両党は強
く反対｣と書いてある｡第3の｢意見が分かれたたもの｣を見ると､ ｢9条2項
を改正して必要最小限度の武力の行使を認めるかどうか｣については意見が分か
れた｡集団的自衛権を認めることの是非も意見が分かれ､改正要件の緩和などに
ついても分かれたとなっている｡参院調査会には､衆院調査会の一院制という意
見に反発をして､二院制の維持は各党一致という見出しがあるo　その点は参議院
の制度上､議員の利害ということで自然な流れだろうと考えられるが､結局は
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｢守り｣の議論が多かったと見出しがあるように､ここでも意見が並列的に並べ
られるにとどまっているといえよう｡
(3) 1964年当時､内閣憲法調査会が最終報告書を提出したが､結局は両論併
記に終わって､意見が分かれることになったことはよく知られている｡今回の衆
院憲法調査会の中山太郎会長は､ ｢内閣の憲法調査会のような両論併記には絶対
しない､すべての意見について多数決をとってまとめる｣と述べたが､最終報告
書の特徴と言うと､衆院調査会についてもこういう意見が述べられた､意見が分
かれたというところが大変多いので､ 64年当時と大きく変わるものではないとい
うのが正直な印象であろう｡
だからこそ､我々は全力をあげて､私がいう護憲という基本の立場をはっきり
立てて､護憲の重要性､つまり憲法を守っていく核というもの､民主憲法の運用
から今日の役割を含めていかに世界的にも重要で守るべき価値を持った憲法であ
るかを訴える必要がある｡学生や若者はあいまいな雰囲気の中に飲み込まれてい
るようであるが(参照､ ｢若者『改憲ムード』の浮遊感｣アエラ2005.5.2-9､
86-90頁)､朝日新聞(2005.5.3)の調査によると､改憲派が高率なのは30代の
女性だと書いてあるので､ (講演会場の聴衆の) 30代の女性には特にこのことを
訴えたいと思う｡この最終報告書で何か大きなインパクトを持った区切りがつい
たとは考えられないが､ただし､次にあげてあるように､憲法改正国民投票法案
が出されており､それが改憲に向かう土台づくり､ ｢仕掛け｣となると思われる
ので､この点に十分な注意が必要である
4.憲法改正国民投票案の｢仕掛け｣について
各種の研究会･市民集会で問題とされる｢憲法改正国民投票法案｣に関しては､
憲法調査会市民監視センターと社会科学研究所定例研究会の共催フォーラム(市
民フォーラム､ 2005年4月23日)において､飯島滋明氏(工学院大学)の戟告
｢『日本国憲法改正国民投票法案』の問題点｣がある(なお､同報告は､専修大学
社会科学研究所月報No.504 ｢イタリアと日本における90年代以降の改憲論の動向
と問題点｣, 2005.6.20, 52頁-70頁に掲載された)｡その報告をも参照しながら､
問題点を整理しておきたい｡
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(1) 2004年11月17日､ ｢自民党･憲法改正草案大綱(たたき台)｣ (事務局案
(未定稿)､中谷起草委員長-当時が元防衛庁長官･元制服組という彼の立場を利
用して､陸上幕僚監部の二任に安全保障の部分について一定の見解提出を依頼し､
それが反映したということが判明して､結果的に白紙撤回になった)はたいへん
大きな問題を内容的に残している｡この草案大綱は､改正要件を緩和することを
大々的に掲げている｡日本国憲法96条1項は次のように定めている0 ｢この憲法
の改正は､各議院の総議員の三分の二以上の賛成で､国会が､これを発議をし､
国民に提案をしてその承認を経なければならない｡この承認には､特別の国民投
票又は国会の定める選挙の際行はれる投票において､その過半数の賛成を必要と
する｡｣国民投票は､国民の持つ最終的な憲法改正権の発動を意味する｡ ｢この承
認には､特別の国民投票又は国会の定める選挙の際行はれる投票において､その
過半数の賛成を必要とする｣としているから､ (必ず行う)義務的(強制的)国
民投票制､つまり選択の余地なく必ず国民の改正権というものの発動をふまえな
ければならないと定めているわけである｡しかし､改正草案大綱(たたき台)で
は､まず各議院の総議員の(3分の2ではなく)過半数の賛成で国会が発議をす
る場合には､国民投票を行い､その有効投票総数の過半数の賛成によって承認を
得るとする｡極めて問題なのは､各議院の総議員の3分の2以上の賛成で可決さ
れる場合には､国民投票は不要である､つまり国民の改正権の発動を要しないで､
国民代表にすぎない国会両院の3分の2の議員の賛成で憲法改正が成立するとい
うことに変更しようという捷案がなされている｡党内からの批判も受けて白紙撤
回になったので､自民党は新憲法起草委員会を作り､各小委員会がそれぞれ要綱
を本年4月4日に公表した｡要綱の段階では､ ｢強制的国民投票制は維持する｣
というように改正草案大綱(たたき台)から後退して､各議院の総議員の3分の
2以上の賛成で可決すれば国民の改正権の発動を不要にするという案は撤回した
ようである｡ただし国会による発議の要件については､改正草案(たたき台)と
同じように､総議員の過半数の賛成でよいとし､ ｢総議員の3分の2以上｣とい
う厳しい要件の壁を崩そうという考えは維持しているのである｡なお､ 2005年8
月1日に自民党新憲法起草委員会が発表した｢自民党新憲法草案条文莱(第1次
莱)｣ (朝日新聞2005年8月2日)の96条1項は､ ｢この憲法の改正は､衆議院又
は参議院の発議に基づき､各議院の総議員の過半数の賛成で国会が諌決し､国民
に提案してその承認を得なければならない｡この承認には､特別の国民投票にお
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いて､その過半数の賛成を必要とする｡｣ (重要な改正点をゴチック体にした)堤
行憲法の96条1項と比較すると､改正の発議主体を衆議院または参議院に移し､
国会はその発議を国民に提案する際の議決機関とするものであり､またその国会
の議決要件を現行の発議要件である｢各議院の総議員の三分の二以上の賛成｣か
ら｢各議院の総議員の過半数の賛成｣に緩和していることが指摘されなければな
らない｡義務的(強制的)国民投票に関しては､ ｢特別の国民投票｣一本にして
｢国会の定める選挙の際行はれる投票｣を削除したほかは現行どおり維持してい
る｡これは､連立政権与党の公明党や将来の改憲のパートナーである民主党への
政治的配慮なのであろう｡
(2)憲法96条1項は､国民投票について｢その過半数の賛成｣を必要とする
と定めているが､ ｢その過半数｣とは何かということについて学説は3つに分か
れている｡ ①有効投票総数の過半数(棄権をした者､無効票､これを全部除いた
ものの過半数)､ ②投票した総数の過半数(白票であれ無効票であれ､とにかく
国民の改正権発動に参加する意思を持った者の過半数の賛成が必要､日本弁護士
連合会(日弁連)が出している見解)､ ③全有権者総数の過半数(投票に行った
者､行かない者-棄権者を含めて､その過半数)という3説である｡学会の通説
は残念ながら､ ①の｢有効投票総数の過半数｣であるが､私は､日弁連と同じよ
うに国民投票の意思を持って投票所に行って自分で投票した､そういう意味では
投票意思を持った者の総数の過半数を得なければ､提案さjlる憲法改正は承認に
は至らないという解釈をとるべきだと考えている｡
(3)憲法調査推進議員連盟(推進議連)は､ 2001年11月に憲法改正国民投票
法案を発表したが､これをもとにして与党協議会は､法案提出と法案を審査し法
案を起草する権限を両院憲法調査会に新たに付与する国会法の改正案を通常国会
に提出することを了承した｡郵政国会から"郵政解散''の過程で法案の出番はな
くなったが､今後どうなるか､注意しなければならない｡ (注2参照)
推進議連の法案については､ここでは詳しいことは省略するが､正当な理由の
ない言論の規制があったり､多数の国民を国民投票運動から排除するような規定
を設けていたり､あるいは逆に資金のある者がテレビや新聞広告で､例えば改憲
賛成の意見を流すということを無制限に認めるような､そういうおかしい内容を
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もっていることを指摘しておきたい｡
改憲国民投票法案について､よく出される質問がある｡現在憲法改正国民投票
法がないのは､いわゆる立法不作為になるのかどうか､国会は怠慢なのか､大急
ぎで作っていつでも改憲のための国民投票ができるようにしておかなければなら
ないかどうかという議論が出される｡衆院憲法調査会でも委員から質問が出され､
国会図書館の専門調査員(高見勝利氏､参照:高見勝利｢芦部憲法講義ノート拾
遺　第29回　憲法改正国民投票について｣法学教室No.273､ 2003.6)が答えた例
があるが､これはけっして立法不作為ではない｡立法不作為の質問というのは､
国が憲法上明確な義務を負う権利実現の立法不作為以外に､統治機構の部分で国
会､内閣､司法､財政､地方自治という事項に関しても立法不作為はありうるの
ではないかという趣旨の質問である｡もしも万一-裁判所法が欠如している場合に
は､裁判所法3条が定めている司法権行使の要件が存在しないということになる
わけだが､その場合は憲法76条で司法権を定めていても､司法権は行使できない
ので日常的に紛争解決が裁判所で行われない(国家は存立できず国民生活は麻痔
する)というまったく非現実的なことが生ずることになる｡しかしそういうこと
はありえないわけであって､そのような非現実的な例を持ち出して､だから意法
改正国民投票法がないと国会は改憲を実現できないから立法不作為だ､という議
論を出すのはおかしいのである｡国民投票法を制定するかどうかは裁判所法とは
違い､国会の裁量行為である｡重要なのは､改憲案の内容が果たしていかなる国
民的合意として成熟するのかを見極めることでなければならない｡
(4)護憲指向なのか改憲指向なのか不明な市民連動の見解に､今井　- 『｢憲
法九条｣国民投票』 (集英社新書､ 2003)がある｡今井氏は､新潟県巻町や岐阜
県御嵩町､沖縄県名護市､徳島市などの住民投票運動の現場を取材して､ 『住民
投票』 (岩波新書) 『住民投票』 (岩波ブックレット)などを発表している方であ
るが､ 『大事なことは国民投票で決めよう!』を含めてその発想の出発点は良く
も悪くも｢住民投票｣である｡特に最初にあげた著書は､改憲問題の最大焦点で
ある憲法9条について､護憲･改憲両陣営が｢九条･国民投票｣を回避している
と批判し､解釈改憲をやめさせ条文と実態の乗離を縮小したりなくしたりできる
のは国民のみである､主権者による国民投票のみが｢国家意思｣としてそのこと
をなしうると主張する(同書20-21頁)｡そのために今井氏が提案するのは､ま
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ず憲法改正国民投票法である｡今井氏の基本的スタンスが9条改正反対(条文擁
護の護憲)なのか､ 9条改正(条文改正の改憲)なのかは､不明である｡私の印
象としては､今井氏は9条護憲･改憲の両陣営の中間に位置して､とにかく主権
者意思のはっきりする国民投票によって決着をつけるコーディネーターを務めた
いという立場にあるように思われる｡それがいかなる目標を目指す市民運動なの
かは不明であるが､今井氏の主張は､本人の意図が何であれ､改憲をめぐる政治
過程の中で一定の客観的な位置づけが与えられることは否定できない(率直にい
えばその位置はスケール上の9条改正を推進する側にある)0
そこで今井氏の憲法改正国民投票法である｡重要なのは､国民投票法案の内容
ではなく､ ｢投票結果がもたらすもの｣であり､いうまでもなく投票結果で問題
なのは､ ｢九条改正案が承認されなかった場合｣である｡今井氏は､ 96年8月に
新潟県巻町で行われた住民投票条例に基づく日本初の住民投票の例-すなわち､
町有地を原発用地として売却するか否かについて原発建設に賛成または反対する
町民の過半数の意思を町長は尊重する旨の規定一をあげながら､ (改正が承認さ
れたときは動きは分かり易いとして) 9条改正が承認されないという結果が出た
ときに､ ｢自衛隊や安保をどうするのかについて､国民投票の発議者である国会
は､事前に国民に明示しなければならない｣と主張する｡その理由は､ ｢改正反
対派が多数を占めた場合は現状のまま大きな乗離が残るというのでは公平性に欠
ける｣からだ､というのである｡国会が9条改正を国民に発議するにあたって
｢事前に国民に明示｣する｢約束｣ (9条改正が承認されなかった場合に政府はこ
れを履行する)とは､以下のようなものであるらしい｡ ｢改正反対派が多数を占
めれば､自衛隊は国境警備隊や災害救助隊などに段階的に改組し､戦力･軍隊で
はない組織にしなければならない｡また､沖縄への基地集中やアメリカ追随外交
といった形になって現れている､日米安保条約に基づく軍事同盟の体制を段階的
に解消し､アメリカと新たな形の友好関係を結び直さなければならない｡｣ (同書
140- 141頁)
一見すると｢なるほど｣と納得する市民もいるかもしれない理屈であるが､問
題は原発建設のための町有地処分の是非を町民意思に聞くため町長が諮る住民投
票ではなく､憲法9条の改正を｢各議院の総議員の三分の二以上の賛成｣で国会
が発議し国民に提案する憲法改正国民投票なのである｡つまり､提案の前提要件
が全く異なる2つの投票を住民投票にあわせて運用できるとする主張は､今井氏
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の単なる"願望"に過ぎないというべきである｡なぜなら､ ｢各議院の総議員の
三分の二以上｣を占めることになる改憲派議員集団は､国民世論の動向を見な
がらでも､そもそもこのような｢約束｣付きの9条改正案を発議することに同
意するはずはないし､逆に護憲派議員集団が9条改正案の発議にあたってこの
ような｢約束｣を付けてくれるならば改正発議に賛成しても良いなどというは
ずもないからである｡もしも9条改正が発議されて国民投票で賛成が得られな
い結果(改正の否決)が出た場合は､論理的に現行の9条の条文のままの状態
になるだけであり､つまり(無力感を感じるか否かにかかわらず) 9条の解釈
改憲の実態は続くのである｡解釈改憲の実態を9条の規範にあわせて解消する
こと(これは現在でもこれからでも9条護憲派の最重要課題であろう)と､そ
ゴ1を9条改正の国民投票で決着付けることとは､全く別な問題であり､あたか
も自分の"願望"が制度上で実現するかのようにいう今井氏の主張は｢曝う
(わらう)べし!｣といわざるを得ない｡客観的な改憲意思を隠しながら良心的
な護意派の市民を欺くようなことをしてはならない､と強く言っておきたい
おわりに
(1)ラテン語の｢vox populi,vox dei｣ (民の声は神の声)はよく引かれる格
言である｡この格言の引用で誤解を生ずる恐れがあるが､私はポピュリズム､
大衆迎合主義の政治家をこれで励ますつもりはまったくない｡ ｢民｣というのは
主権者であり､憲法は主権者のものであるから､実は主権者の責任は大きい｡
主権者が憲法を制定し､自らは改正権の規定の中で､最後の改正権発動の時に
投票意思をはっきりさせるわけであるが､もともとは99条の公務員等の憲法尊
重擁護義務にあるように､国家に対して命令をする者であるから､命令に従っ
て国が動いているか､あるいは公務員等がきちんと責任を果たしているのかを
監視するのは､そもそもは｢憲法の番人の番人｣である国民の責任である｡こ
れを十分､注意をしたいと考えるのである｡
私自身は､最初に述べたように､基本から考察する必要があると考えるので､
憲法調査会において実におかしい憲法観が表明され､しかも国会議員である委
員から｢憲法は国民-の命令である｣という言葉が堂々と出ていることを原理
的に批判しておかなければならない､憲法や立憲民主主義の意義を理解して､
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護憲への強い意思を表明していく必要があると考えるのである｡
よく改憲派の人々から出る意見で特徴的なのは､護憲はしょせん｢保守｣だと
いうレッテル張りである｡護憲ということについて､先に紹介した朝日新聞の社
説にもあったが､ ｢護憲ってダサいし､就職にも不利っぼいかも｣というレッテ
ル張りもそうである｡私自身は自分が確信する現在の憲法の諸価値を守るという
意味では｢保守｣だと言われても､抵抗はない｡しかし､決して保守主義者では
ない｡保守主義はまったくこれとは違うものであり､イギリスのエドマンド･バ
ークの政治的保守主義の定義からしても､日本国憲法の諸価値を守ることは､む
しろ｢反保守主義｣なのである｡ ｢保守｣だといわれることについて､私は何の
抵抗もないが､それはけっして保守主義を意味するものではないわけである(詳
しくは参照､拙稿｢護憲は『保守』か　改憲論そんなに急いでどこへ行く?｣季
刊『現代の理論』創刊号､ 2004.12)｡
90年代後半から21世紀にかけて､言葉の象徴機能というのが大きく変化してき
ている｡ ｢政治改革｣がそうであるし､小泉内閣が登場した際に､ ｢保守｣という
のは守旧派と抵抗派､これを意味する言葉になってしまい､改革は政権党が独占
する言葉で､もともと改革派である野党については守旧派､抵抗派､ ｢保守｣派
というふうに呼ぶようになった｡そういう延長線上に､護憲というと｢保守｣派
というレッテルが貼られるのであるが､それは規制緩和やリストラを進めていく
新自由主義の市場原理主義が改革派で､これを批判して社会民主主義等の福祉重
視の観点から一定の改革捷案をする者を｢保守｣派というふうにいう､改革と
｢保守｣のねじれ現象が進行したということである｡これは時代のねじれた政治
状況を表しているともいえる｡民主党の憲法調査会の中間報告も､過去を振り返
るという中に､護憲イコール｢保守｣を入れ､未来に向かっていく民主党の新し
い憲法のあり方を考える考え方を｢創意｣と呼んで､これを｢改革｣と述べるが､
ここにもまさしくねじれがあるといってよいのである｡
もともと日本国憲法は､戦後の原理的改革を制度化したものであり､護憲とい
うのは､そういう意味ではなお実践途上にある戦後の憲法改革の歴史的作業を続
行しているというべきなのである｡そういう点を踏まえて言えば､ねじれたレッ
テル貼りについては何ら気にする必要はない｡
(2)私たちはもっと言論を､もっとビラを市民社会の人々に伝えていく､メ
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ッセージを伝えていく必要があるのではないだろうか｡
そのような活動をしている市民に対して､ビラ入れ･ビラ配り逮捕事件が続出
しているというのは大変異常としかいいようがない(例をあげるならば､ ①マン
ションにビラ入れの社会保険庁職員に対する10ケ月にわたる張り込み･尾行･盗
撮･逮捕･起訴事件､ ②都立高校校門前の｢"日の丸･君が代''強制反対｣ビラ
配りで3名逮捕事件などがある｡参照､成滞宗男｢市民の運動が今狙われる｣､
糟谷庸一一郎｢ビラ配布で公安が10カ月密着｣週刊金曜日2005.4.1)｡立川自衛隊
官舎で起こった反戦ビラ入れ逮捕事件については､東京地裁八王子支部で無罪判
汰(2004.12.6)が出された｡憲法論の観点から一定の評価を述べておきたい
(詳しくは参照､拙稿(予定) ｢〔判例研究〕反戦ビラ入れ事件無罪判決｣専修大
学法科大学院ロージャーナル創刊号､ 2005刊行予定)｡
何よりも評価すべき点は､政治的表現の自由の優越的地位を承認する判断を示
したという点である｡つまり､ ①ビラの投函自体は憲法21条1項の保障する政治
的表現活動の-態様であるという点､ ②そしてそれが民主主義社会の根幹をなす
ものであるとした点､ ③憲法22粂1項により保障されると解される営業活動の一
類型である商業的ビラの投函については日常茶飯事で､いろいろなビラが特に居
住者の同意も何もなくして投函されていることは周知のとおりであるが､そのよ
うな商業的ビラの投函に比して､反戦ビラにはいわゆる｢優越的地位｣が認めら
れるという点､以上の三点が憲法論的に優れたところであると判断できよう｡
ただし判決に問題点がないわけではない｡表現行為をターゲットとしていない
刑法130条の住居侵入罪の保護法益-それが居住者の意思(同意)の保護かある
いは平穏な生活の保護かという学説の対立はあるが-と｢優越的地位｣にある表
現の自由の比較考量をするならば､もともとビラ入れ行為を起訴するというのは
端的に公訴権濫用であるから､公訴棄却にすべきケースであろうと私は思う｡こ
の判決は､公訴棄却については針の穴を通るよりも難しそうな狭い要件を設けて､
ほぼありえないようなケースを掲げているが､それは判決が理由において､表現
の自由の｢優越的地位｣論をより展開したいということを考えたからではないか､
と思われる｡しかし､本来的にはやはり公訴棄却にすべきではなかったかと考え
るのである｡さらに､裁判実務的にいえば､この判決はたいへん手堅い無罪判決
であり､高裁段階でもなかなかこれを覆して有罪に持っていくのはやすいことで
はないと思われる｡ (参照､立川･反戦ビラ弾圧救援会編著『立川反戦ビラ入れ
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事件　｢安心｣社会がもたらす言論の不自由』 (明石書店､ 2005.5.2))
そこからさらに問題点をあげるならば､この判決は､実務的には手堅いという
特徴を反映して､ ①もし反戦ビラ入れを行ったメンバーの団体の性格が｢普通｣
でない場合はどうなのか､ ②ビラの内容が新聞報道を超えた過激な､ラディカル
な内容を含むものであった場合にはどうなるか､という点からみると､今後大き
な課題を残していると思われる｡裁判の判決というのは､事件に即して出される
ものであるから､およそ一般論として通用するようなあらゆる場合を想定する判
決というように考える必要はないので､これから一つ一つ｢事件｣をつぶして
(無罪にして)いかなければならないであろう｡
(3)最後に､ ｢憲法は主権者のものである｣と述べたが､それに加えて｢将来
の国民に答える主権者として｣行動しなければならない､ということを強調した
い｡
司馬遼太郎氏のエッセイの中に､ 『この国のかたち』 (文芸春秋)というのがあ
る｡ ｢国のかたち｣とは､国の基本構造とか､土台という意味である｡先に年表
風に述べた小段階､中段階､大きな段階に来ている日本の国は､衆参両院の憲法
調査会の最終報告書にも､自民党の改憲草案にも表れているように､別の｢国の
かたち｣を得ようとしているといえるだろう｡ただ､ ｢国のかたち｣は､憲法調
査会の最終報告書が出て急に変わるというものではない｡
日々の変化の積み重ね､年表風に述べたいくつかの段階を通って､この国は
｢戦争のできる国｣へ変わっていきつつあるという､そういう積み重ねの上にゆ
っくりと､あるいは場合によっては有事法制が発動されることを通じて､急激に
i.1 :L
変わる可能性もあることに気をつけなければならない｡現在の日本国憲法を大事
に思うのであれば､その変化､日常的な変化のプロセスについて､気がつかない
うちに---ということにならないように､劇場で演者を観る観客としてではなし
に､まさにその主役として､主権者として日本国憲法が謳っている｢将来の国民
のために｣応えていかなければならないと思うのである｡この当然の決意が私の
｢むすぴの言葉｣である｡
(注1)本研究ノートは､ ｢市民のひろば･憲法の会｣ (東京都立川市)主催で行われ
た｢憲法集会｣ (全体テーマ｢戦争のために憲法を変えるな!｣､ 2005.5.3､立川中央
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公民館ホール)における筆者の講演レジュメをもとに､講演の趣旨を残して拡張しつつ
文章化したものである｡講演レジュメの性格上､引用文献･参考文献は最小限にとどめ
である｡
(注2) 2005年8月8日衆院解散("郵政解散'')で､ 9月11日に行われた衆院総選挙
の歴史的激変ともいえる結果(自民296=議席占有率61.7% ･公明31で与党327-議席占
有率68.13%､民主113･共産9 ･社民7 ･国民新党4 ･新党日本1 t無所属〔郵政民営
化法案反対〕 13･その他無所属6で野党153､計480議席)は､本研究ノートが前提にし
ていた日本の政治社会の大規模な構造変動を示す結果なのか､ 1992年の細川連立内閣･
1993年の政治改革(衆院小選挙区比例代表並立制導入)以来､漂流を続けてきた政治社
会がついにたどり着いた彼岸なのか､なお諸要因を結合した分析を必要としている｡衆
院の3分の2を超える議席を占める巨大与党は､改憲発議を可能とする衆院の立場を固
めたが､参院に対してのみならず野党全体に与えるその政治的インパクトは限りなく大
きいといわざるをえない｡
[注記:自由民主党新憲法起草委員会は2005年10月28円､ ｢新憲法草案｣を決定し発表し
た｡同日の新聞朝刊各紙に内容が報道されたが､その分析･評価については別稿で考え
たいo]
